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わらず、住宅価格は高止まりのままである。北京市では郊外（四環路の外側）でも一㎡当りの住宅価格は一～二万元 （一元は約十二 ・ 五円） が相場であり、六〇㎡規模の小型 でも六十万元はする。これは二〇〇九年の都市労働者の平均賃金三万二千二百元の約十 倍である。同規模の賃貸住宅の月額家賃は二千三百元程度といわれるが、平均的所得層では手元に四百元ほどしか残 ないことにな 。
このような状況でも、中国では最初に を





的取引の増加が主要因とみられ 大都市における投機性取引の件数は、二〇〇九年末には五％程度であったが、二〇一〇年三、 四月頃には三〇～四〇％に増加したと報じられている（ 『人民日報』二〇一〇年六月三日付） 。その他、外資の不動産業への参入も一因と考えられている。二〇一〇年一 十月の外資導入額（実行ベース）は、前年同期比十五 ・ 七％の増加に どまったが、将来の元高を見越した外資の不動産への投資は同四八 ・ 〇％の大幅な増加であった。
急激な不動産価格の上昇に対応するため、
二〇一〇年四月 中国政府は相次い 二本 通達を出した。そこでは住宅購入時の頭金 引上げ（二軒目は五十％以上）や二軒目以上に対する住宅ローン金利の引上げなどが通達され、各地方政府もそれぞれの管理規定を公布したが、不動産価格の上昇率は七月一〇 ・ 三 、八月八・六％、九月九 ・ 一％と横ばい状況で推移している。
二〇一〇年十一月にはインフレ抑制を目的
に、銀行金利の引上 回）と銀行預金準備率の引上げ（二回）が実施された。これにより一部中小不動産の資金繰りが厳しくなったことや取引量 減少が報じられているが、取引価格にはまだ大きな変化は表れていないようである
政府は不動産価格抑制策の継続を明確にしている
が、切り札とも言える金融引締策は、景気の後退を招くだけ 慎重な舵取りが求められることになろう。
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